
証券コード 1873
2026年７月６日

（電子提供措置の開始日 2026年７月１日）
株 主 各 位

東京都千代田区飯田橋四丁目３番８
株式会社日本ハウスホールディングス

取締役会長 成 田 和 幸
取締役社長 高 橋 康 一

第58期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第58期定時株主総会を下記のとおり開催致しますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第58期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト https://www.nihonhouse-hd.co.jp/company/ir/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
上記東証ウェブサイトにアクセスして、銘柄名（日本ハウスホールディングス）又は証券コード（1873）
を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/ＰＲ情報」を順に選択して「縦覧書類」にある「株主総会招集通
知/株主総会資料」欄よりご確認下さい。

事前の議決権行使にあたりましては、お手数ではございますが電子提供措置事項に掲載の株主
総会参考書類をご検討の上、2026年７月22日（水曜日）午後６時までに議決権を行使して下さ
いますようお願い致します。

敬 具
記

1. 日 時 2026年７月23日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時00分）
2. 場 所 栃木県宇都宮市上大曽町492番地１

ホテル東日本宇都宮３階「大和 西」（末尾のご案内図をご参照下さい。）
3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1. 第58期（2025年５月１日から2026年４月30日まで）事業報告の内
容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類
監査結果報告の件

2. 第58期（2025年５月１日から2026年４月30日まで）計算書類の内容
報告の件
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決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役6名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 退任取締役並びに退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

4. 議決権の行使についてのご案内
（１）書面による議決権行使の場合

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示頂き、2026年７月22日（水曜日）午後６時
までに到着するようご返送下さい。
議案に対する賛否の表示が無い時は、賛成の意思表示をされたものとして取扱いま

す。
（２）インターネットによる議決権行使の場合

インターネットにより議決権を行使される場合には、３頁の「議決権行使についての
ご案内」をご高覧の上、2026年７月22日（水曜日）午後６時までに行使して下さい。

（３）書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合
書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネットに

よるものを有効な議決権行使としてお取扱い致します。
また、インターネットによって複数回数又はパソコン・スマートフォンで重複して議

決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱い致し
ます。

5. その他株主総会招集に関する事項
本年も、株主総会にご出席の株主様へのお土産と株主総会後の株主懇談会は取り止めさせて
頂きます。何卒ご理解下さいますようお願い致します。

以上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
1. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますよ

うお願い申し上げます。
2. 書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第16条の規定に

基づき、下記の事項を記載しておりません。したがって、当該書面は監査報告を作成するに
際し、監査役及び会計監査人が監査をした書類の一部であります。
・連結注記表
・個別注記表

３. 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載
させて頂きます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使していただきますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

インターネットで議決権
を行使される場合

次ページの案内に従って、議案の
賛否をご入力ください。

※議決権行使ウェブサイトをご利
用いただく際のプロバイダ及び通
信事業者の料金（接続料金等）
は、株主様のご負担となります。

行使期限

2026年７月22日（水曜日）
午後６時入力完了分まで

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案
に対する賛否をご表示のうえ、ご
返送ください。
議決権行使書面において、議案
に賛否の表示がない場合は、賛
成の意思表示をされたものとし
て取り扱わせていただきます。

行使期限

2026年７月22日（水曜日）
午後６時到着分まで

株主総会に
ご出席される場合

同封の議決権行使書用紙を会場
受付にご提出ください。

日 時

2026年７月23日（木曜日）
午前10時開催

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使
としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効
な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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議 決 権 行 使 書 
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　
）
線
取
切
（

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見本

見本

「次へすすむ」を
クリック

「ログイン」を
クリック

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」を
クリック

「パスワード」を
入力

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

1

2

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

1

2

3

4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願い致します。
ア．証券会社に口座をお持ちの株主様
　　証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてにお問い合わせ下さい。
イ．証券会社に口座のない株主様（特別口座をお持ちの株主様）
　　三井住友信託銀行証券代行事務センター　［電話］ 0120（782）031 （受付時間9:00～17:00 土日休日を除く）

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

インターネットによる議決権行使で
ご不明な点は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～ 21：00）

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがPC向
けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使
コード」・「パスワード」を入力してログイン、再度議決権行使を
お願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ遷移
できます。

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

※QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

第58期の期末配当につきましては、経営体質強化に必要な内部留保を確保しつつ、当
期の財務状況と業績を総合的に勘案しまして以下のとおりと致したいと存じます。

（1）配当財産の種類
金銭と致します。

（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式 １株につき金７円 総額279,987,330円

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
2026年７月24日
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第２号議案 取締役６名選任の件
2026年５月18日をもって、池辺厚幸氏が取締役を辞任致しました。また、本総会終結

の時をもって、現任取締役全員（４名）が任期満了となります。
つきましては、経営体制の一層の強化を図るため、取締役２名を増員し、取締役６名の

選任をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社
の株式の数

１

ナ リ タ カ ズ ユ キ
成 田 和 幸
（1953年４月20日）

【再 任】

1976年４月 当社入社
1990年12月 当社函館支店長
1993年１月 当社取締役
1994年11月 当社北海道ブロック長
1995年８月 当社首都圏ブロック長兼横浜支店長
2001年７月 当社常務取締役
2001年11月 当社営業・技術本部副本部長
2002年４月 当社代表取締役社長兼営業・技術本部長
2002年11月 当社代表取締役社長
2011年11月 当社事業統轄本部本部長
2019年１月 当社代表取締役会長就任（現任）
2019年１月 当社子会社㈱日本ハウス・ホテル＆リゾート

代表取締役会長就任（現任）
2019年１月 当社子会社㈱日本ハウス・ホテル＆リゾート

倶楽部代表取締役会長就任（現任）
2023年11月 当社代表取締役社長兼

住宅統轄本部長
2024年５月 当社代表取締役社長兼

不動産統轄本部統轄本部長
2026年５月 当社不動産統轄本部統轄本部長就任（現任）

806,900株

取締役候補者とした理由

成田和幸氏は、豊富な経験・実績を有しており、代表取締役
として当社グループの経営の指揮を執り、業績の向上や東京証
券取引所への上場を果たすなど、当社グループの企業価値向上
に対して大きな功績をあげております。これらの実績などか
ら、当社グループの重要事項の決定及び経営執行の監督に十分
な役割を果たすことが、当社グループの持続的な成長と中長期
的な企業価値向上に資すると判断し、引き続き取締役候補者と
して指名致しました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社
の株式の数

２

タ カ ハ シ コ ウ イ チ
高 橋 康 一
（1969年６月20日）

【再 任】

1992年４月 ㈱第一勧業銀行（現㈱みずほ銀行）入行
2016年４月 ㈱みずほフィナンシャルグループ

企画管理部副部長
2018年４月 みずほ信託銀行㈱信託総合営業第六部長
2020年４月 みずほ証券㈱企画グループ審議役
2021年７月 同社執行理事
2023年10月 当社顧問
2024年１月 当社取締役常務執行役員
2024年１月 当社管理統轄本部長
2024年５月 当社管理統轄本部統轄本部長就任（現任）
2025年５月 当社取締役専務執行役員
2025年５月 当社ハッピーストレージ事業部事業本部長
2026年５月 当社代表取締役社長執行役員就任（現任）

9,800株

取締役候補者とした理由

高橋康一氏は、財務会計及び企業統治に関する深い見識と豊
富な経験・実績を有しており、2024年１月より管理部門を統
轄しております。また、2026年５月より代表取締役社長執行
役員として当社グループの経営を担い、持続的な企業価値向上
に向けた経営を推進しております。これらを踏まえ、当社経営
の意思決定に参画することが、当社の持続的な成長と中長期的
な企業価値向上に資すると判断し、引き続き取締役候補者とし
て指名致しました。

３

シ バ タ ニ ア キ ラ
柴 谷 晃
（1955年９月27日）

【再 任】

1983年４月 判事補任官
1988年４月 裁判所書記官研修所教官任官
1991年４月 弁護士登録
1993年７月 新八重洲法律事務所設立（現任）
1998年６月 ㈱マサル社外監査役（現任）
2004年４月 駒澤大学法科大学院特任教授
2012年１月 当社取締役就任（現任）

20,800株

社外取締役候補者とした理由
及び期待される役割

柴谷晃氏は、㈱東京証券取引所が定める独立役員の要件を満
たしており、また弁護士として企業法務に関する高い見識を有
しております。直接会社経営に関与された経験はありませんが
専門的な知識・経験等を当社の経営に反映して頂き、その事が
取締役会の透明性の向上および監督機能の強化に繋がるものと
判断し、引き続き社外取締役候補者として指名致しました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社
の株式の数

４

エ ジ マ カ ツ ヨ シ
惠 島 克 芳
（1953年12月29日）

【再 任】

1977年４月 ㈱第一勧業銀行（現㈱みずほ銀行）入行
2004年４月 ㈱みずほフィナンシャルグループ

執行役員与信企画部長
2005年４月 ㈱みずほ銀行執行役員本店長
2006年３月 ㈱みずほコーポレート銀行（現㈱みずほ銀行）

常務執行役員コンプライアンス統括
グループ役員兼審査グループ統括役員

2008年４月 ㈱みずほ銀行常務執行役員審査部門担当
2009年６月 みずほインベスターズ証券㈱（現みずほ証券㈱）

取締役社長
2013年１月 みずほ証券㈱取締役副社長兼副社長執行役員
2014年４月 同社常任顧問
2016年１月 当社取締役就任（現任）
2016年６月 わかもと製薬㈱社外監査役
2017年６月 わかもと製薬㈱社外取締役

（監査等委員）（現任）
2020年４月 日本土地建物㈱（現中央日本土地建物㈱）顧問

9,500株

社外取締役候補者とした理由
及び期待される役割

惠島克芳氏は、㈱東京証券取引所が定める独立役員の要件を
満たしており、上記経歴のとおり金融機関で培われた幅広い見
識並びに経営者として培われた知識・経験等を当社経営に反映
して頂くため、引き続き社外取締役候補者として指名致しまし
た。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社
の株式の数

５

ナ カ ガ ワ マ サ テ ル
中 川 政 輝
（1970年12月27日）

【新 任】

1991年４月 当社入社
2002年４月 当社函館支店長
2007年３月 当社北海道ブロック副統轄兼函館支店長
2007年11月 当社執行役員
2010年１月 当社取締役
2010年11月 当社北海道ブロック統轄兼札幌支店長
2015年11月 当社執行役員
2016年11月 当社Ｊ･エポックホーム事業部長
2021年１月 当社取締役
2021年11月 当社上席執行役員

不動産事業本部長兼マンション事業部長
兼投資事業部長

2023年11月 当社日本ハウス事業部事業本部長
2026年５月 当社常務執行役員就任（現任）
2026年５月 住宅統轄本部統轄本部長就任（現任）

93,300株

取締役候補者とした理由

中川政輝氏は、上記経歴のとおり支店長等の要職を歴任し、
豊富な職務経験と事業運営に関する高い見識を有しておりま
す。これらの経験・実績を踏まえ、当社経営の意思決定に参画
することが、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に
資すると判断し、取締役候補者として指名致しました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社
の株式の数

６

カ ケ ガ ワ ヨ ウ ヘ イ
掛 川 洋 平
（1980年２月８日）

【新 任】

2006年６月 当社入社
2012年11月 当社Ｊ･エポックホーム事業部郡山支店長
2013年11月 当社Ｊ･エポックホーム事業部

関東首都圏ブロック副統轄店長
兼Ｊ･エポックホーム事業部栃木支店長

2016年11月 当社Ｊ･エポックホーム事業部営業部長
2021年11月 当社日本ハウス事業部第一統轄事業部長

兼営業部長
2022年５月 当社中四国・九州ブロック統轄店長

兼岡山支店長
2022年11月 当社執行役員就任（現任）
2026年５月 当社日本ハウス事業部事業本部長

兼日本ハウス･リフォーム事業部
事業本部長就任（現任）

11,000株

取締役候補者とした理由

掛川洋平氏は、上記経歴のとおり支店長等の要職を歴任し、
豊富な職務経験を有しております。これらの経験・実績を踏ま
え、当社経営の意思決定に参画することが、当社の持続的な成
長と中長期的な企業価値向上に資すると判断し、取締役候補者
として指名致しました。

（注）1. 柴谷 晃氏、惠島克芳氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者でありま
す。柴谷 晃氏、惠島克芳氏は、多様なステークホルダーの視点を事業活動の監督に取り入れる観点
から、選任をお願いするものであります。
なお、柴谷 晃氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって14年６か月となり、惠島克
芳氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって10年６か月となります。

2. 当社は、柴谷 晃氏、惠島克芳氏との間に会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定する契約を
締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は法令で定めた額を限度額としております。両氏
の選任が承認された場合、当社は両氏との間の上記責任限定契約を継続する予定であります。

3. 柴谷 晃氏、惠島克芳氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。
4. 取締役候補者と当社の間にはいずれも特別の利害関係は有りません。
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第３号議案 監査役１名選任の件
監査役近藤誠一郎氏は、本総会終結の時をもって監査役を辞任されますので、新たに監

査役１名の選任をお願いするものであります。
監査役候補者は次のとおりであります。
本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び
重要な兼職の状況

所有する当社
の株式の数

シ ロ タ ノ リ カ ズ
白 田 則 和
（1967年２月14日）

【新 任】

1989年４月 三共㈱（現第一三共㈱）入社
1997年10月 中央監査法人入所
2015年 9 月 当社入社
2016年11月 当社執行役員就任（現任）
2016年11月 当社経理部長兼グループ企業管理部長
2021年11月 当社グループ経理統轄本部長兼経理部長

兼グループ経理管理部長
2022年11月 当社管理統轄本部 グループ経理本部長

兼グループ経理管理部長
2024年５月 当社管理統轄本部 グループ経理本部長

兼グループ経理管理部長兼経理部長
2026年５月 当社管理統轄本部 グループ経理本部長（現任）

19,000株

監査役候補者と
した理由

白田則和氏は、監査法人及び当社管理部門において財務・会計、内部
統制及びリスク管理に関する業務に従事してまいりました。また、当社
グループの経営管理体制及び事業内容にも精通しており、その高い専門
性と豊富な経験を当社の監査体制の強化に活かしていただくことが期待
されることから、監査役候補者として選任をお願いするものでありま
す。

（注）1. 監査役候補者と当社の間には特別の利害関係は有りません。
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第４号議案 退任取締役並びに退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
2026年５月18日をもって取締役を退任された池辺厚幸氏並びに、本総会の終結の時を

もって監査役を退任される近藤誠一郎氏に対し、在任中の労に報いるため、当社の内規に
基づき相当額の範囲内で、退職慰労金を贈呈致したく、その具体的金額、贈呈の時期及び
方法等につきましては、退任取締役に関しましては取締役会に、退任監査役に関しまして
は監査役の協議にそれぞれ御一任願いたいと存じます。なお、池辺厚幸氏に対し、役員退
職慰労金の贈呈を相当とする理由は、取締役として当社の業績及び企業価値の向上に尽力
したためであります。
退任取締役並びに退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴
イ ケ ベ ア ツ ユ キ
池 辺 厚 幸

2024年７月 当社取締役就任
2026年５月 当社取締役退任

コンドウ セイイチロウ
近 藤 誠 一 郎 2016年１月 当社監査役就任（現任）

以 上
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【ご参考】本定時株主総会後の取締役（候補者）及び監査役（候補者）のスキル・マトリクス
※下表は、取締役及び監査役に対して特に期待する知識・経験・能力を示しており
ますが、各人の有する全ての知識・経験・能力を表すものではありません。

役職 企業経営
経営戦略

営 業
営業戦略

技 術
品 質

財 務
会 計

法 務
リ ス ク
マ ネ ジ
メ ン ト

Ｅ Ｓ Ｇ
サ ス テ
ナ ビ リ
テ ィ

取
締
役

成 田 和 幸 代 表 取 締 役 会 長
不動産統轄本部統轄本部長 ● ● ● ● ● ●

高 橋 康 一 代表取締役社長執行役員
管理統轄本部統轄本部長 ● ● ● ● ●

中 川 政 輝 取締役常務執行役員
住宅統轄本部統轄本部長 ● ● ● ●

掛 川 洋 平
取 締 役 執 行 役 員
日本ハウス事業部事業本部長
兼日本ハウス・リフォーム事業部事業本部長

● ● ●

柴 谷 晃 取締役 ● ●

惠 島 克 芳 取締役 ● ● ● ●

監
査
役

白 田 則 和 常勤監査役 ● ● ●

千 谷 英 造 監査役 ● ●

赤 澤 由 英 監査役 ● ● ● ● ●
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事 業 報 告
（2025

2026
年
年

５
４

月
月

１
30

日から
日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景に個人消費の持ち直
しがみられ、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、米国の通商政策（関税
政策）の動向や中東情勢の緊迫化に伴う資源・エネルギー価格および原材料価格の変動、さ
らには金利上昇や物価上昇による国内景気への影響が懸念されるなど、先行き不透明な状況
が続いております。
住宅業界におきましては、中東情勢の緊迫化などを背景とした原材料・部材の供給リスク

により、資材調達環境は不透明な状況が続きました。また、住宅建設費や物価の上昇による
消費者マインドの低下等の影響から、国土交通省公表の新設住宅着工戸数（持家）は前年同
期を下回りました。
ホテル業界におきましては、国内観光需要の回復に加え、インバウンド需要の増加を背景

に、集客に持ち直しの動きがみられるなど、回復基調が継続いたしました。
このような事業環境のもと、当社グループは以下の取組みを実施いたしました。
住宅事業におきましては、「日本の家の原点回帰」をテーマとした『やまとグレートステ

ージ』を2025年５月に発売いたしました。さらに、2026年２月には商品構成の見直しお
よび再整備を実施し、新たに『日本ハウス 檜百年住宅』を発売しております。
本商品は、「檜・構造品質」「高断熱・高気密ゼロエネ品質」「長期保証快適品質」の３つ

からなる『檜百年住宅 こだわりの３つの品質』をコンセプトとしております。
第一に、「檜・構造品質」では、檜の柱にこだわった木造住宅と、耐震性を高めた新木造

ストロング工法を採用し、強固で安心な住まいを実現しております。
第二に、「高断熱・高気密ゼロエネ品質」では、高断熱・高気密仕様に太陽光発電を組み

合わせることで、エネルギーの自給自足を目指した住環境を提供しております。
第三に、「長期保証快適品質」では、構造躯体60年保証に加え、感謝訪問（ホームドクタ

ーシステム）の充実を図るとともに、冷暖房を標準装備とすることで、長期にわたり安心か
つ快適にお住まいいただける体制を整えております。
このように当社は、３世代にわたり居住可能な耐久性と快適性を兼ね備えた、かつての日

本の住まいの価値を現代に再構築した住宅を提供しております。
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ホテル事業におきましては、インバウンド顧客の取り込み、SNSを活用した情報発信の強
化、ホテル会員権事業の推進等を通じて、集客力の向上に取り組みました。
また、トランクルーム事業におきましては、日本最大級のレンタルトランクルーム「ハロ

ーストレージ」を運営するエリアリンク株式会社と協業し、第一号店である日本ハウスＨＤ
名古屋ビル内をはじめ、計17拠点において事業を展開いたしました。

以上の結果、売上高は296億18百万円（前年同期比15.3％減）、営業利益は23億80百万
円（前年同期比1.9％増）、経常利益は21億52百万円（前年同期比4.6％増）、親会社株主に
帰属する当期純利益は13億40百万円（前年同期比18.1％増）となりました。

セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

① 住宅事業
住宅事業につきましては、期首受注残高の減少等により、売上高は253億16百万円

（前年同期比18.0％減）、営業利益は33億31百万円（前年同期比5.1％減）となりました。
一方で、受注高につきましては、263億62百万円（前年同期比3.2％増）と、前年を上回
る水準を確保しました。

② ホテル事業
ホテル事業につきましては、主に客室稼働率の向上により、売上高は41億44百万円

（前年同期比5.3％増）となりました。また、営業損失は３億73百万円（前年同期の営業
損失は５億40百万円）となりました。

③ その他事業
その他事業につきましては、太陽光発電事業であり、売上高は１億58百万円（前年同

期比2.8％増）、営業利益は１億22百万円（前年同期比3.4％増）となりました。
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（単位：百万円）

区 分
当連結会計年度

（2025
2026

年
年

５
４

月
月

１
30

日から
日まで）

前連結会計年度

（2024
2025

年
年

５
４

月
月

１
30

日から
日まで） 比較増減

売 上 高 構成比（％） 売 上 高 構成比（％） 金 額
住 宅 事 業 25,316 85.5 30,891 88.3 △5,575
ホ テ ル 事 業 4,144 14.0 3,935 11.3 208
そ の 他 事 業 158 0.5 153 0.4 4
合 計 29,618 100.0 34,980 100.0 △5,361

（2）対処すべき課題
米国の通商政策（関税政策）の動向や地政学リスクの高まりに伴う原材料・部材価格の変

動および供給リスクなど、不透明な状況が続くものと予想されます。
このような環境のもと、当社グループは中期経営計画「修正飛躍 未来３ヶ年計画」の最

終年度として、収益力の向上と企業価値の向上に努めてまいります。
中核事業である住宅事業におきましては、『日本ハウス 檜百年住宅』を中心とした商品提

案の強化およびリフォーム事業の拡大により、受注拡大、お客様満足度の向上ならびに成約
率の向上等を図ってまいります。
ホテル事業におきましては、企業及びエージェントへの営業活動の強化、SNSを活用した

情報発信の拡充等により、集客力の向上と収益拡大の施策を実行してまいります。
トランクルーム事業におきましては、エリアリンク株式会社との協業を通じて、既存拠点

の稼働率向上および収益基盤の拡充を図ってまいります。

（3）設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資額は５億79百万円であります。主な設備投資は次のとおりで

あります。
① 当社モデルハウス新築工事 １棟 37百万円
② 当社モデルハウス改装工事他 25百万円
③ 当社事務所、ショールーム他改装工事他 32百万円
④ 当社ハッピーストレージ事業に伴う新築工事等 226百万円
⑤ ホテル森の風鴬宿他の改装工事 97百万円
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（4）財産及び損益の状況
【企業集団の財産及び損益の状況】 （単位：百万円）

区 分 2023年度
第 55 期

2024年度
第 56 期

2025年度
第 57 期

2026年度
第 58 期

（当連結会計年度）
売 上 高 39,103 12,890 34,980 29,618
営業利益又は営業損失（△） 973 △1,274 2,335 2,380
経常利益又は経常損失（△） 684 △1,455 2,057 2,152
親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△） △47 △1,244 1,135 1,340

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△） △1円20銭 △31円11銭 28円38銭 33円51銭

総 資 産 43,705 43,222 42,396 44,354
純 資 産 22,694 21,251 22,031 22,966
（注）第56期につきましては、連結会計年度の変更に伴い、2023年11月１日から2024年４月30日までの

６か月間となっております。

【当社の財産及び損益の状況】 （単位：百万円）

区 分 2023年度
第 55 期

2024年度
第 56 期

2025年度
第 57 期

2026年度
第 58 期

（当事業年度）
売 上 高 34,633 10,818 30,542 25,186
営業利益又は営業損失（△） 827 △1,303 2,265 2,324
経常利益又は経常損失（△） 536 △1,481 2,210 2,295
当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （△） △118 △1,240 1,331 1,530

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△） △2円97銭 △31円01銭 33円28銭 38円27銭

総 資 産 40,964 40,517 39,889 42,244
純 資 産 21,286 19,819 20,813 22,139
（注）第56期につきましては、事業年度の変更に伴い、2023年11月１日から2024年４月30日までの６か

月間となっております。
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（5）主要な事業内容
当社グループは、当社・連結子会社４社を中心にして構成されており、住宅の請負建築、

宅地の造成・販売を中心とした住宅事業及びホテル・レジャー施設の経営を行うホテル事業
等、住まいに関する生活産業とサービス産業に関連した事業を行っております。

（6）主要な営業所及び工場
① 当社の主要な事業所
名 称 所 在 地

本社 東京都千代田区飯田橋四丁目３番８
支店・営業所 全国63店舗

② 子会社等の主要な事業所及び工場
名 称 所 在 地

㈱ 日 本 ハ ウ ス ・ ホ テ ル ＆ リ ゾ ー ト 本社：東京都千代田区飯田橋四丁目３番８
サービス拠点：ホテル森の風鴬宿他６拠点

㈱日本ハウスウッドワークス北海道 北海道白老郡白老町字石山67番地９
㈱ 日 本 ハ ウ ス ウ ッ ド ワ ー ク ス 中 部 三重県伊賀市西湯舟2981番地
㈱ 東 京 工 務 店 東京都千代田区飯田橋四丁目３番８

（7）使用人の状況（2026年４月30日現在）
区 分 従業員数（名） 前期末比増減（名）

住 宅 事 業 701 △43
ホ テ ル 事 業 119 △11
全 社 （共 通） 71 △6

合 計 891 △60
（注） 従業員は就業人員であります。
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（8）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係

該当事項は有りません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
（百 万 円）

当社の議決権
比率（％） 主 要 な 事 業 内 容

㈱日本ハウス・ホテル＆リゾート 100 100.0 ホテル業
各種イベントの企画運営及び請負

㈱日本ハウスウッドワークス北海道 300 100.0 木 造 住 宅 の 軸 組 構 造 部 材
（プレカット材）の製造・販売

㈱日本ハウスウッドワークス中部 80 100.0 木 造 住 宅 の 軸 組 構 造 部 材
（プレカット材）の製造・販売

㈱ 東 京 工 務 店 10 50.8 不動産賃貸借・管理

③ 企業結合の経過・成果
上記②に掲げた会社は連結子会社４社であります。その経過については連結注記表「1.

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項（1）連結の範囲に関する事項」に記載
しております。連結決算の概要は「（1）事業の経過及びその成果」に、記載のとおりであ
ります。

（9）主要な借入先の状況（2026年４月30日現在）
借 入 先 借入金残高（百万円）

㈱ み ず ほ 銀 行 5,155
㈱ 日 本 政 策 投 資 銀 行 1,055
三 井 住 友 信 託 銀 行 ㈱ 1,032
㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,027
㈱ 三 井 住 友 銀 行 669
㈱ 足 利 銀 行 346
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（10）その他企業集団の状況に関する事項
① 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項は有りません。

② 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項は有りません。

③ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項は有りません。

④ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項は有りません。
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2. 会社の株式に関する事項（2026年４月30日現在）
（1）発行可能株式総数

種 類 発 行 可 能 株 式 総 数（株）
普通株式 93,821,000

（2）発行済株式の総数
種 類 発 行 済 株 式 の 総 数（株）

普通株式 40,000,000
（注） 上記普通株式には、自己株式1,810株を含んでおります。

（3）株主数
種 類 株 主 数（名）

普通株式 18,605
（注） 上記株主数には、自己株式１名を含んでおります。

（4）大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数（株） 持 株 比 率（％）

日本ハウスホールディングス社員持株会 3,657,037 9.14
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,187,100 7.97
株式会社みずほ銀行 1,323,600 3.31
株式会社シーラホールディングス 1,293,400 3.23
日盛会持株会 1,207,300 3.02
みずほ証券株式会社 958,000 2.40
日本駐車場開発株式会社 820,500 2.05
成田和幸 806,900 2.02
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 420,000 1.05
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 397,400 0.99
（注） 持株比率は、自己株式（1,810株）を控除して計算しております。
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3. 新株予約権等の状況
（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

該当事項は有りません。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項は有りません。
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4. 会社役員の状況（2026年４月30日現在）
（1）取締役及び監査役の状況

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長兼社長 成 田 和 幸
不動産統轄本部統轄本部長
㈱日本ハウス・ホテル＆リゾート代表取締役会長
㈱日本ハウス・ホテル＆リゾート倶楽部代表取締役会長

取 締 役 高 橋 康 一 管理統轄本部統轄本部長兼
ハッピーストレージ事業部事業本部長

取 締 役 池 辺 厚 幸 住宅統轄本部統轄本部長

取 締 役 柴 谷 晃 弁護士、㈱マサル社外監査役

取 締 役 惠 島 克 芳 わかもと製薬㈱社外取締役 (監査等委員）

常 勤 監 査 役 近 藤 誠一郎

監 査 役 千 谷 英 造 千谷会計事務所代表、公認会計士

監 査 役 赤 澤 由 英
(注)１. 取締役のうち、柴谷晃氏並びに惠島克芳氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２. 監査役のうち、千谷英造氏並びに赤澤由英氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３. 監査役千谷英造氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する

ものであります。
４. 当社は、取締役柴谷晃氏、惠島克芳氏、監査役千谷英造氏、赤澤由英氏の４名を、一般株主と利益相反

が生じることのない独立役員に指定しております。
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５. 当社は執行役員制度を採用しており、2026年５月１日現在の執行役員は、次のとおりであります。

地 位 担 当 氏 名
社長執行役員 管理統轄本部統轄本部長 高 橋 康 一
常務執行役員 住宅統轄本部統轄本部長 中 川 政 輝
執行役員 日本ハウス事業部事業本部長兼

日本ハウス・リフォーム事業部事業本部長 掛 川 洋 平
執行役員 日本ハウス・リフォーム事業部事業本部長 高 橋 稔 和

執行役員
日本ハウス・マンション事業部事業本部長
兼日本ハウス・投資用マンションＪワザックＷ事業部事業本部長
兼日本ハウス・投資事業部事業本部長
兼日本ハウス・マイタウン事業部事業本部長

船 田 淳 文

執行役員 北海道ブロック統轄店長兼札幌支店長 近 藤 貴 之
執行役員 首都圏ブロック統轄店長兼埼玉支店長 湯 本 典 緒
執行役員 管理統轄本部 総務人事本部長 松 本 義 則
執行役員 管理統轄本部 グループ経理本部長 白 田 則 和

（2）取締役及び監査役の報酬等
① 取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は取締役の個人別の報酬等の決定方針を取締役会決議により決定しており、当社の
取締役の報酬は、企業価値向上に向けたインセンティブとして機能するよう当社の業績と
も連動した報酬体系とし、各取締役の役位、職責及び業績等を踏まえた固定報酬及び業績
連動報酬（賞与）から構成されております。
業績連動報酬（賞与）算定の基礎として選定した業績指標の内容は、各事業年度の当社

の売上総利益であり、また、当該業績指標を選定した理由は、事業年度ごとの業績向上に
対する意識を高めるため、当社の本業業績を端的に示すためであります。算定方法は売上
総利益から算出された労働分配率を元に当期純利益も考慮し金額を決定し、支給すること
を取締役会にて決議しております。
当事業年度の当社の売上総利益は9,541百万円でした。
取締役会は、当事業年度における取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決

定方法及び決定された報酬等の内容が当該方針と整合していることを確認しており、当該
方針に沿うものであると判断しております。
監査役の報酬については、株主総会で承認された報酬額の範囲内で、監査役の協議によ

り決定しております。
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② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬限度額は、2015年１月29日開催の第46期定時株主総会において年額

400百万円以内（社外取締役分年額10百万円以内)（但、使用人分給与は含まない。）と決
議頂いております。当該定時株主総会終結時点での取締役の員数は９名（うち、社外取締
役１名）であります。
監査役の報酬限度額は、1994年１月27日開催の第25期定時株主総会において年額50

百万円以内と決議頂いております。当該定時株主総会終結時点での監査役の員数は３名
（うち、社外監査役２名）であります。

③ 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
各取締役の具体的な基本報酬の額、並びに賞与の額については、取締役会決議に基づ

き、代表取締役会長兼社長成田和幸にその決定を委任し、取締役会から委任を受けた代表
取締役会長兼社長は、株主総会において承認を得た報酬等の総額の範囲内において当社業
績等も踏まえ、各取締役の役位、職責等に応じて決定しております。
報酬額の決定を委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当職務の

評価を行うには代表取締役会長兼社長が最も適しているからであります。上記方針に基づ
き決定した報酬額を金銭で支給しております。
取締役会の機能の独立性、客観性、説明責任を強化するため、取締役会の任意の諮問機

関として指名・報酬委員会を設置しております。取締役の報酬につきましては、指名・報
酬委員会への諮問・答申を経て決定します。なお、指名・報酬委員会は取締役会において
選定された委員で構成されており、その過半数を独立社外取締役から選出することとして
おります。

（3）取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支給
人員

報酬等
の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
基本報酬 業績連動報酬等

（役員賞与）
役員退職慰労
引当金

非金銭
報酬等

取締役 ５人 193 135 20 37 ー
（うち社外取締役） （２人） 10 ７ １ １ ー
監査役 ３人 23 16 ３ ３ ー
（うち社外監査役） （２人） 8 ５ １ １ ー
（注）1. 取締役及び監査役に対する非金銭報酬等の支給はありません。

2. 当事業年度に係る役員退職慰労引当金として計上した40百万円（取締役35百万円、うち社外取締役
１百万円、監査役２百万円、うち社外監査役１百万円）を上記支給額に含めております。
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（4）社外役員に関する事項
社外取締役 社外監査役

柴谷 晃 惠島克芳 千谷英造 赤澤由英
① 重要な兼職先と当社との関係 ― ― ― ―
② 会社・特定関係事業者の業務執行

取締役・使用人等の三親等内の親族等である
と知っている場合、その事実

― ― ― ―

③ 事業年度中の取締役会等での活動状況 （別記１）（別記１）（別記１）（別記１）
④ 責任限定契約の内容の概要 （別記２）（別記２）（別記２）（別記２）
⑤ 社外役員に対する報酬等の総額 （別記３）（別記３）（別記３）（別記３）
⑥ 当社の子会社からの役員としての報酬等の額 ― ― ― ―
⑦ ①〜⑥上記の内容に対しての社外役員が意見

あるとき、その意見 ― ― ― ―

（別記１） 事業年度中の取締役会等での活動状況
柴谷取締役、惠島取締役

柴谷取締役は当事業年度中に開催した18回の取締役会のうち合計18回、惠島取締役は当事業年度中に
開催した18回の取締役会のうち合計18回出席されております。また、出席した取締役会においては、社
外取締役として、毎回報告事項や決議事項について適宜質問をするとともに、必要に応じ幅広い見識に基
づき、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための意見を述べております。

千谷監査役、赤澤監査役
千谷監査役は当事業年度中に開催した18回の取締役会のうち合計18回、赤澤監査役は当事業年度中に

開催した18回の取締役会のうち合計17回出席されております。また、千谷監査役は当事業年度中に開催
した13回の監査役会のうち合計13回、赤澤監査役は当事業年度中に開催した13回の監査役会のうち合計
12回出席されております。
両氏は、出席した取締役会においては、取締役会の意思決定の適正性を確保するための助言・提言を行

っております。また、出席した監査役会においては、社外監査役として行った監査の報告をし、毎回他の
監査役が行った監査について適宜質問するとともに、必要に応じ社外の立場から意見を述べております。

（別記２） 責任限定契約の内容の概要
柴谷取締役、惠島取締役

柴谷取締役、惠島取締役の両氏と当社の間では、会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定する契
約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令で定めた額を限度額としております。

千谷監査役、赤澤監査役
千谷監査役、赤澤監査役の両氏と当社の間では、会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定する契

約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令で定めた額を限度額としております。
（別記３） 社外役員に対する報酬等の総額

社外取締役 ２名： 10百万円
社外監査役 ２名： ８百万円
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5. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称 ＫＤＡ監査法人

（2）会計監査人の報酬等の額
ＫＤＡ監査法人 支 払 額

当社
・公認会計士法第２条第１項の業務に関する報酬 28百万円
・上記以外の業務に関する報酬 −百万円

合計 28百万円
当社の子会社
・公認会計士法第２条第１項の業務に関する報酬 −百万円
・上記以外の業務に関する報酬 −百万円

合計 −百万円
（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査

報酬の額を区分しておりません。

（3）非監査業務の内容
該当事項は有りません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
会計監査人の解任又は不再任につきましては、監査役会の決議に基づき株主総会に議案を
上程する旨、監査役会規程において定めております。

（5）会計監査人と締結している責任限定契約の内容の概要
該当事項は有りません。

（6）当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の当社の子会社の計算関係書類の監査の
状況
該当事項は有りません。

（7）当事業年度中に辞任した又は解任された会計監査人に関する事項
該当事項は有りません。

（8）会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
当社監査役会は日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏
まえ、過年度における監査の計画と実績の状況を確認し、当事業年度における監査時間及
び報酬額の見積りを検討した結果、その報酬額は妥当な水準と認められたため、会社法第
399条第１項の同意を行いました。
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6. 会社の体制および方針
（1）内部統制システム構築の基本方針

① 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
取締役、社員を含めた行動規範として「企業倫理憲章」「企業倫理行動基準」「企業倫理

規程」により研修等を通じ周知徹底を図る。コンプライアンス委員会を設置し取締役の職
務執行が法令・定款その他社内規程および社会規範に沿っているかを審議する。取締役が
他の取締役の違法行為を発見した場合、取締役会・監査役に対する報告および違法行為の
ための是正措置が円滑に図れるべく、「取締役会規則」「役員規程」「監査役会規程」の随
時見直しにより体制整備を図る。職制ラインに支障がある場合、「社内通報規程」により社
内調査委員会を通じて内容の確認・対策方針の決定・再発防止等の検討を行う。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
「文書管理規程」「規程類管理規程」を見直し、取締役の職務執行に係る情報を検索性の
高い状態で保存、運営・管理する体制を構築する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、住宅市場、法制度、資材市場、人事労務等、当社の経営に重要な影響を及ぼす

様々なリスクにつき「リスク管理規程」により、随時見直し、「個人情報管理規程」「情報
管理規程」「文書管理規程」についても随時見直しを行う。個々のリスクについてのリス
ク管理責任者を決定し、また主要なリスクを分類・定義し、リスク管理所管部にてその管
理を行う。各部署においては、マニュアル等を整備し、種々の教育活動を通して会社のリ
スク低減に努める。リスク管理規程の緊急対応として「危機管理規程」により有事の際に
備え迅速かつ適切な対応をできる体制とする。リスク委員会を設置し、当社のリスク管理
について一元管理・把握をして行く。また内部監査部門は各部署毎のリスク管理の状況を
監査し、その結果についてリスク委員会と合議し、その結果を定期的に取締役会に報告す
る体制を構築する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
定例の取締役会のほか、各種会議体において、審議・意思決定を行い、必要に応じて

「取締役会規則」「組織規程」「職務分掌規程」の見直しを行い各取締役の業務執行の効率
化を図る。
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⑤ 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
コンプライアンス体制の整備を図るため、「企業倫理憲章」「企業倫理行動基準」「企業

倫理規程」「社内通報規程」「コンプライアンス規程」を定め、社員の職務の執行が法令お
よび定款に適合することを確保する。またコンプライアンス委員会はコンプライアンス取
組の基本事項を定めるとともに、コンプライアンス・プログラムを策定し、コンプライア
ンス・マニュアル配布、社内普及、促進に関する教育・研修の企画・推進を図る。取締
役、社員等の違法行為等が発見された場合は、職制を通じた相談・通報を行い是正改善を
とることとする。職制ラインに支障がある場合には「社内通報規程」に定める社内通報制
度の相談窓口に報告をし、社内調査委員会を通じて内容確認・対策方針の決定・再発の防
止等の検討を行う。

⑥ 株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制

「グループ企業倫理憲章」「グループ企業倫理行動基準」「グループ企業経営管理規程」
を定め適時報告体制を構築し、必要に応じて見直しを行う。これにより、業務の適正を確
保する。また、当社のグループ会社に対する経営管理全般の効率性、経営資源の有効活用
を図るとともに、当社グループにおける違法行為を認知したグループの社員は、当社「社
内通報規程」に定める社内通報制度の相談窓口に報告し社内調査委員会を通じて内容確
認、対策方針の決定・再発防止策等の検討を行う。「リスク管理規程」により、当社グル
ープのリスク管理体制の整備を図るとともに、「グループ企業内部監査規程」により、適
正な事業運営を管理する体制を構築する。

⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制および使用人の取締役からの独立性に関
する事項
監査役から補助使用人配属の求めがあった場合「監査役会規程」により、監査役室を設

置し補助使用人を置く事ができる体制とする。使用人の人事は取締役からの独立性の確保
に留意し、監査役との協議の上決定をする。

⑧ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体
制および監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

「監査役会規程」「取締役会規程」の見直しにより取締役および使用人が監査役に報告す
べき事項および時期について整備し体制を構築する。コンプライアンス委員会をはじめ、
各種会議体に出席するなど、監査役が監査に資する情報を適宜収集しうる体制とする。
「内部監査規程」の見直しにより監査役監査の実効性および効率性を高める体制とする。
「グループ企業経営管理規程」「社内通報規程」により、グループ企業の取締役等および使
用人が監査役に報告するための体制とし、また、報告した者が当該報告をしたことを理由
として不利益な扱いを受けない体制とする。
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⑨ 監査役の職務執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用または債務の処理に関する事項
監査役がその職務を執行する上で、必要な前払いまたは償還の手続その他の当該職務の

執行について生ずる費用または債務の処理の請求をしたときは、速やかに当該費用または
債務を処理する。

⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制
当社およびグループ企業は金融商品取引法の定めに従い、健全な内部統制環境の保持に

努め、有効かつ正当な評価ができるよう内部統制システムを構築し、適正な運用に努める
ことにより、財務報告の適法性と適正性を確保する体制を構築する。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた体制
社会的秩序や健全な企業活動を脅かす反社会的勢力および団体からの不当要求に対して

は、組織全体で毅然とした態度で臨むものとし、反社会的勢力とは一切の関係をもたない
体制を構築する。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
内部統制につきましては、内部統制システムの整備及び運用状況のモニタリングを実施

し、取締役会がその内容を確認しております。
業務の適正を確保するための体制の運用につきましては、コンプライアンスの徹底、監査

役への報告に関する体制強化の観点から、取締役、監査役及び全ての社員が共有するととも
に、整備と運用の改善を今後とも進めてまいります。

（3）株式会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針に

ついては、特に定めておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2026年４月30日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 預 金
受取手形・完成工事未収入金等
未 成 工 事 支 出 金
販 売 用 不 動 産
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 ・ 構 築 物
機 械 ・ 運 搬 具 ・ 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
破 産 更 生 債 権 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

14,156
7,034
1,489
637

3,964
115
348
566
△0

30,156
25,053
46,283
4,340

10,375
3,873

21
△39,840

535
4,567
283
303

2,668
89
7

1,470
△254
41
41

流 動 負 債 12,706
工 事 未 払 金 等 2,990
短 期 借 入 金 4,338
一 年 内 償 還 予 定 社 債 130
一年内返済予定長期借入金 432
リ ー ス 債 務 331
未 払 法 人 税 等 84
未 成 工 事 受 入 金 1,877
完 成 工 事 補 償 引 当 金 118
賞 与 引 当 金 497
そ の 他 1,905

固 定 負 債 8,681
社 債 1,170
長 期 借 入 金 4,876
リ ー ス 債 務 338
繰 延 税 金 負 債 75
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 838
退 職 給 付 に 係 る 負 債 108
資 産 除 去 債 務 478
そ の 他 794
負 債 合 計 21,387

純 資 産 の 部
株 主 資 本 22,458
資 本 金 3,873
資 本 剰 余 金 29
利 益 剰 余 金 18,557
自 己 株 式 △0
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 324
その他有価証券評価差額金 51
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 340
退職給付に係る調整累計額 △66
非 支 配 株 主 持 分 183

純 資 産 合 計 22,966
資 産 合 計 44,354 負債及び純資産合計 44,354

（注） 百万円未満の端数は切り捨て表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（自 2025

至 2026
年
年

５
４

月
月

１
30

日
日）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 29,618
売 上 原 価 16,183
売 上 総 利 益 13,435
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,054
営 業 利 益 2,380
営 業 外 収 益
受 取 利 息 16
受 取 配 当 金 105
未 払 配 当 金 除 斥 益 5
雑 収 入 19 146

営 業 外 費 用
支 払 利 息 196
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 12
ア レ ン ジ メ ン ト フ ィ ー 40
社 債 発 行 費 償 却 15
雑 支 出 111 375

経 常 利 益 2,152
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 3 3

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 4
固 定 資 産 除 却 損 17
そ の 他 0 22

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,133
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 195
法 人 税 等 調 整 額 577 773
当 期 純 利 益 1,360
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 19
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,340

（注） 百万円未満の端数は切り捨て表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（自 2025

至 2026
年
年

５
４

月
月

１
30

日
日）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 3,873 29 17,656 △0 21,558
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △439 △439
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,340 1,340
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 （純 額） −

当 期 変 動 額 合 計 − − 900 − 900
当 期 末 残 高 3,873 29 18,557 △0 22,458

その他の包括利益累計額
非支配株主
持 分 純資産合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 退職給付に係る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 26 131 △42 115 358 22,031
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △439
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,340
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 （純 額） 25 209 △24 209 △175 34

当 期 変 動 額 合 計 25 209 △24 209 △175 935
当 期 末 残 高 51 340 △66 324 183 22,966
（注） 百万円未満の端数は切り捨て表示しております。
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）連結の範囲に関する事項

① 連結子会社数 ４社
連結子会社の名称
㈱日本ハウス・ホテル＆リゾート
㈱日本ハウスウッドワークス北海道
㈱日本ハウスウッドワークス中部
㈱東京工務店

② 非連結子会社の名称
㈱日本ハウスコミュニティーサービス
㈱日本ハウス・ホテル＆リゾート倶楽部
㈱日本ハウス・ファーム
（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、それぞれ総資産、売上高、当期純損益
（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書
類に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外しております。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した関連会社数及び会社等の名称

該当事項はありません。
② 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称

㈱日本ハウスコミュニティーサービス
㈱日本ハウス・ホテル＆リゾート倶楽部
㈱日本ハウス・ファーム
（持分法を適用しない理由）

持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、それぞれ連結純損益及び利益剰余
金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適
用から除外しております。
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（3）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

……決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等……移動平均法による原価法
（ロ）棚卸資産

住 宅 事 業………………主として個別法による原価法（貸借対照表価額について
は収益性の低下による簿価切下げの方法により算出）

ホテル事業………………最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低
下による簿価切下げの方法により算出）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
（イ）有形固定資産（リース資産を除く）

住 宅 事 業………………主として定率法
住宅事業以外の事業………主として定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物・構築物 ７〜50年
機械・運搬具・備品 ２〜20年

（ロ）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。
（ハ）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、原則として
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりますが、リー
ス資産の一部（モデルハウス）については、使用実態を勘案し、平均再リース期間
（２年）を含めた期間を耐用年数としております。
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③ 重要な引当金の計上基準
（イ）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

（ロ）完成工事補償引当金
完成工事に関する瑕疵担保に備えるため、期末前１年間の完成工事高及び販売用建

物売上高に対し過去の補修実績に基づく将来の見積補償額を計上しております。
（ハ）賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。
（ニ）役員退職慰労引当金

親会社並びに一部の連結子会社は役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づ
く期末要支給額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法
（イ）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰
属させる方法については、主として期間定額基準を採用しておりますが、一部の連結
子会社は給付算定式基準によっております。

（ロ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、親会社は発生額を発生年度において、連結子会社は

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により、
翌連結会計年度から費用処理することとしております。
また、過去勤務費用については、親会社は発生額を発生年度において、連結子会社

は発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ
り、発生年度より償却しております。

（ハ）小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しており
ます。
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⑤ 収益及び費用の計上基準
顧客との契約から生じる収益

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業である住
宅事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益
を認識する通常の時点）は以下のとおりです。

（イ）住宅事業
住宅事業については、顧客との工事請負契約に基づく注文住宅販売、住宅のメ

ンテナンス及び増改築のリフォーム販売等を中心として建築工事を行う履行義務
を負っております。当該契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足さ
れると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。
進捗度の見積りの方法は、コストに基づく工事原価総額に対する発生原価の割

合（インプット法）を使用しており、完成工事高は当該進捗度に工事収益総額を
乗じて算出しております。
ただし、進捗度を合理的に見積ることができない工期が短い工事については、

完全に履行義務を充足した時点で収益を認識する代替的な取扱いを適用していま
す。
分譲住宅・分譲マンションの販売は、顧客との不動産売買契約に基づき当該物

件の引渡しをすることにより顧客が当該物件に対する支配を獲得した時点で収益
を認識しております。
なお、分譲住宅・分譲マンションについては、契約時に手付金、引渡し時に残

金の支払いを受けております。
（ロ）ホテル事業

ホテル事業については、宿泊約款に基づき、ホテルの宿泊利用サービスを提供
する義務を負っております。当該履行義務はサービス提供が完了した時点で充足
されるものであり、完了時点において収益を認識しております。宿泊代金につい
ては、宿泊客のチェックアウト時に支払を受けております。
また、ホテル事業においては、一般宴会・婚礼を実施する義務を負っており、

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転することで履行義務が充足されると
判断していることから、一般宴会・婚礼の完了時点において当該財又はサービス
と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
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⑥ 重要なヘッジ会計の方法
（イ）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を適用しております。
（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

a ヘッジ手段 金利スワップ
b ヘッジ対象 長期借入金

（ハ）ヘッジ方針
金利変動によるリスクを回避する目的で、対象物の範囲内に限定してヘッジしてお

ります。
（ニ）ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシ
ュ・フロー変動の累計又は相場変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ
有効性を評価しております。

⑦ その他連結計算書類作成のための重要な事項
該当事項はありません。
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２．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）
報告セグメント 合計住宅事業 ホテル事業 その他事業

請負・販売 24,940 4,138 − 29,079
管理・その他 − − 158 158
顧客との契約から生じる収益 24,940 4,138 158 29,237
その他の収益（注） 375 5 − 381
外部顧客への売上高 25,316 4,144 158 29,618

（注）その他の収益には、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づ
く賃貸料収入が含まれております。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎情報は、「１．連結計算書類作成のための基本となる重

要な事項(3)会計方針に関する事項⑤収益及び費用の計上基準」に記載しております。

（3）当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
（イ）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 338
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 539
契約資産（期首残高） 853
契約資産（期末残高） 928
契約負債（期首残高） 1,418
契約負債（期末残高） 1,654
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれてい

た金額は1,290百万円であります。
なお、当期中の契約資産及び契約負債の残高の重要な変動や過去の期間に充足した

履行義務から当期に認識した重要な事項はありません。
（ロ）残高履行義務に配分した取引価格

当社グループでは残高履行義務に配分した総額及び収益の認識が見込まれる取引に
ついては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上
の便法を適用し、記載を省略しております。
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３．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 25,053百万円
無形固定資産 535百万円
その他（長期前払費用、前払費用） 172百万円
減損損失 −百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループでは、計上している固定資産について収益性の低下により投資額の回収が

見込めなくなった場合には、回収可能価額を固定資産の帳簿価額とし、差額を減損損失と
して処理しております。継続的な営業赤字や回収可能価額を著しく低下させる使用方法の
変化等により減損の兆候があると認められる場合には、当該資産または資産グループから
得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することにより、減損損
失認識の要否を判定しております。減損損失認識の要否の判定には、今後の事業計画に基
づく見積りキャッシュ・フロー等の仮定が用いられております。また、減損損失の測定に
おいては使用価値または正味売却価額を使用し、当該正味売却価額の算定においては不動
産鑑定評価等を参照しております。
なお、当該判定に用いられる割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、翌期以降の事

業計画に基づいているため、将来の経営環境の変化等により事業計画に用いた仮定の見直
しが必要になった際は、将来キャッシュ・フローの見直しが必要になり、重要な影響が生
じた場合、翌連結会計年度において、減損損失を認識する可能性があります。

繰延税金資産の回収可能性
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 89百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって、繰延税金資産の回収可

能性を判断しております。将来の不確実な経済状況などの影響を受け、実際に発生した課
税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の繰延税金資産の金額に
重要な影響を与える可能性があります。

― 40 ―



４．連結貸借対照表に関する注記
（1）減価償却累計額には減損損失累計額を含んでおります。

（2）担保に供している資産の内容及びその金額
販売用不動産 17百万円
建物・構築物 8,142百万円
機械・運搬具・備品 57百万円
土 地 9,324百万円

計 17,542百万円
担保に対応する債務の金額
短期借入金 188百万円
一年内返済予定長期借入金 332百万円
長期借入金 4,521百万円

計 5,042百万円

（3）コミット型シンジケートローン
シンジケートローン契約総額 6,000百万円
借入実行残高 2,000百万円

差額 4,000百万円
当社グループは、運転資金を安定的かつ効率的に調達するために、㈱みずほ銀行をはじ

めとする取引金融機関５行とコミット型シンジケート契約（コミットメント期間2025年
10月31日〜2026年10月31日）を2025年10月31日付で締結し、財務制限条項が付され
ております。
① 2026年４月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資

産の部の金額を直前の決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の
75％または2025年４月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額
の75％のいずれか大きい方の金額以上に維持すること。

② 2025年４月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年
度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失となら
ないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、2026年４月決算期
及びその直前の期の決算を対象として行われる。
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シンジケートローン契約総額 3,000百万円
借入実行残高 2,150百万円

差額 850百万円
当社グループは、運転資金を安定的かつ効率的に調達するために、㈱みずほ銀行をはじ

めとする取引金融機関５行とコミット型シンジケート契約（コミットメント期間2026年
３月31日〜2028年３月31日）を2026年３月31日付で締結し、財務制限条項が付され
ております。
① 2026年４月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資

産の部の金額を直前の決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の
75％または2025年４月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額
の75％のいずれか大きい方の金額以上に維持すること。

② 2025年４月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年
度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失となら
ないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、2026年４月決算期
及び2025年４月期の決算を対象として行われる。

（4）シンジケートローン
一年内返済予定長期借入金 150百万円
長期借入金 1,687百万円

合計 1,837百万円
当社グループは、長期借入金及び１年内返済予定長期借入金の一部について、㈱みずほ

銀行をはじめとする取引金融機関５行とシンジケートローン契約を2018年１月31日付で
締結し、財務制限条項が付されております。
① 2018年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資

産の部の金額を2017年10月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の
金額の75％以上に維持すること。

② 2017年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年
度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失となら
ないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、2018年10月決算期
及びその直前の期の決算を対象として行われる。
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一年内返済予定長期借入金 125百万円
長期借入金 1,875百万円

合計 2,000百万円
当社グループは、長期借入金及び１年内返済予定長期借入金の一部について、㈱みずほ

銀行をはじめとする取引金融機関５行とシンジケートローン契約を2021年６月11日付で
締結し、財務制限条項が付されております。
① 2021年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資

産の部の金額を2020年10月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の
金額の75％以上に維持すること。

② 2020年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年
度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失となら
ないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、2021年10月決算期
及びその直前の期の決算を対象として行われる。

（5）保証債務額
住宅購入者に対する金融機関の融資等に対する保証
住宅購入者 1,539百万円

住宅購入者に係る保証の大半は、保証会社が金融機関に対し保証を行うまでのつなぎ保証
であります。

― 43 ―



５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

【発行済株式】
普通株式 40,000,000 − − 40,000,000
【自己株式】
普通株式 1,810 − − 1,810

（2）新株予約権に関する事項
該当事項はありません。

（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年７月25日
第57期定時株主総会 普通株式 利益剰余金 239 6 2025年４月30日 2025年７月28日

2025年12月５日
取締役会 普通株式 利益剰余金 199 5 2025年10月31日 2026年１月14日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2026年７月23日
第58期定時株主総会
（予定）

普通株式 利益剰余金 279 7 2026年４月30日 2026年７月24日
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６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループでは、資金運用については一時的な余資は安全性の高い金融商品で運用

し、資金調達については主に銀行借り入れによっております。デリバティブは、リスクを
ヘッジする目的に限定し、投機的な取引は行っておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、取引先の信用リスクにさらされてお

りますが、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を
定期的に把握しております。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であ
り、市場価格の変動リスクにさらされておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況を
把握し、見直しを行っております。
営業債務である工事未払金は、その全てが１年以内の支払期日であります。
借入金は、主に運転資金及び設備投資を目的としております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2026年４月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。
（注１）参照

また、現金預金、受取手形・完成工事未収入金等、工事未払金等、短期借入金、これら
は、現金であること、及び主に短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することか
ら、注記を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時 価 差 額
（1）投資有価証券 70 70 −
（2）長期貸付金（※１） 303

貸倒引当金（※２） △70
233 210 △23

資産計 304 280 △23
（1）社債 （※３） 1,300 1,300 −
（2）長期借入金（※３） 5,309 5,306 △2
（3）リース債務（※３） 670 674 4

負債計 7,279 7,281 1
デリバティブ取引（※４）
ヘッジ会計が適用されているもの 490 490 −

※１．長期貸付金には、１年内回収予定の長期貸付金を含んでおります。
※２．個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
※３．社債には一年内償還予定の社債を、長期借入金には一年内返済予定長期借入金を、リース債務には一年

内返済予定のリース債務をそれぞれ含んでおります。
※４. デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味となる債務項目

については（）で表示しております。
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（注１）市場価格のない株式等及び子会社株式及び関連会社株式の連結貸借対照表計上額は次
のとおりであり、「資産（1）投資有価証券」には含めておりません。

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）
市場価格のない株式等 3
子会社株式及び関連会社株式 209

※ 市場価格のない株式等には非上場株式等が含まれ、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」
（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはして
おりません。

（注２）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

長期貸付金 22 37 39 134
※ 長期貸付金のうち、回収時期が合理的に見込めない70百万円については上記金額に含めており

ません。
（注３）社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

（単位：百万円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

社債 130 1,170 − −
長期借入金 432 2,413 1,375 1,087
リース債務 332 337 − −

合計 895 3,921 1,375 1,087
（注４）デリバティブ取引

① ヘッジ会計の適用されていないもの
該当事項はありません。

② ヘッジ会計の適用されているもの
連結決算日における契約額は、次のとおりです。

（単位：百万円）

ヘッジ会計の方法 デリバティブ
取引の種類等 主なヘッジ対象 契約額等 契約額等の

うち１年超 時価

原則的処理方法 金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金等 5,500 3,562 490
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（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプレットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により
算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを
用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ
ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他の有価証券
株式 70 − − 70

資産計 70 − − 70
デリバティブ取引 − 490 − 490

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 − 210 − 210
資産計 − 210 − 210

社債 − 1,300 − 1,300
長期借入金 − 5,306 − 5,306
リース債務 − 674 − 674
負債計 − 7,281 − 7,281
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（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明並びに有価証券に関する事項
資 産

（1）投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。
（2）長期貸付金

長期貸付金の時価については、将来キャッシュ・フローを同様の新規貸付を行った場合に想
定される利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

負 債
（1）社債及び長期借入金

変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映するため時価が帳簿価額に近似するこ
とから、帳簿価額としており、レベル２の時価に分類しております。

（2）リース債務
リース債務の時価については、元利金の合計金と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味

した利率を基に割引率現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されているもの

デリバティブ取引は、取引のキャッシュ・フローを金利や為替レート等を用いて、割引現在
価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

７．賃貸等不動産に関する注記
当社グループでは、福岡県その他の地域において、賃貸用のビル及び住宅 (土地を含む）等

を有しております。2026年４月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は46百万円
（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。

又、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のと
おりであります。

用 途
連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計

年度末の時価
（百万円）

当連結会計
年度期首残高

当連結会計
年度増減額

当連結会計
年度末残高

賃 貸 978 △13 965 552
遊 休 64 − 64 114

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であり
ます。

２．当連結会計年度末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて算出した金額 (指標等を用いて調整
を行ったものを含む）又は、一定の評価額及び市場価格を反映していると考えられる指標を用いて、
合理的に調整した金額によっております。
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８．減損損失に関する注記
該当事項はありません。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 569円62銭
（2）１株当たり当期純利益 33円51銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

11．その他の注記
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（2026年４月30日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 預 金
完 成 工 事 未 収 入 金
未 成 工 事 支 出 金
販 売 用 不 動 産
貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 ・ 構 築 物
賃 貸 用 建 物 ・ 構 築 物
機 械 ・ 運 搬 具
備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
リ ー ス 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
株主、役員又は従業員に対する長期貸付金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
差 入 保 証 金
長 期 未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

13,117
5,843
1,034
637

3,964
10

211
1,165
249

29,085
24,121
1,615

10,880
99

314
9,878
1,310

21
524
203
162
108
50

4,439
73

553
532
13
7

114
2,648
136
653
14

△308
41
41

流 動 負 債
工 事 未 払 金
短 期 借 入 金
一 年 内 償 還 予 定 社 債
一 年 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 成 工 事 受 入 金
預 り 金
完 成 工 事 補 償 引 当 金
賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
資 産 除 去 債 務
繰 延 税 金 負 債
そ の 他

12,317
2,880
4,338
130
375
330
339
364
61

1,877
790
56

472
301

7,787
1,170
4,787
331
807
452
41

197
負 債 合 計 20,105

純 資 産 の 部
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評 価 ・ 換 算 差 額 等
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

21,747
3,873
20
20

17,853
947

16,906
16,906

△0
391
51

340
純 資 産 合 計 22,139

資 産 合 計 42,244 負 債 及 び 純 資 産 合 計 42,244
（注） 百万円未満の端数は切り捨て表示しております。
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損 益 計 算 書
（自 2025

至 2026
年
年

５
４

月
月

１
30

日
日）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高
完 成 工 事 高 22,307
販 売 用 不 動 産 売 上 高 1,494
そ の 他 売 上 高 1,383 25,186

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 12,897
販 売 用 不 動 産 売 上 原 価 1,280
そ の 他 売 上 原 価 1,466 15,644

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 9,409
販 売 用 不 動 産 売 上 総 利 益 214
そ の 他 売 上 総 利 益 △82 9,541

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,217
営 業 利 益 2,324
営 業 外 収 益
受 取 利 息 16
受 取 配 当 金 306
未 払 配 当 除 斥 益 5
雑 収 入 10 339

営 業 外 費 用
支 払 利 息 165
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 12
社 債 利 息 27
社 債 発 行 費 償 却 15
ア レ ン ジ メ ン ト フ ィ ー 40
雑 支 出 106 367

経 常 利 益 2,295
特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 4
固 定 資 産 除 却 損 17 21

税 引 前 当 期 純 利 益 2,273
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 161
法 人 税 等 調 整 額 581 742
当 期 純 利 益 1,530

（注） 百万円未満の端数は切り捨て表示しております。
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株主資本等変動計算書
（自 2025

至 2026
年
年

５
４

月
月

１
30

日
日）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本

準 備 金
資本

剰 余 金
合計

利益
準 備 金

その他利
益剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰 余 金
当 期 首 残 高 3,873 20 20 947 15,815 16,762 △0 20,656
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 − △439 △439 △439
当 期 純 利 益 − 1,530 1,530 1,530
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） − − −

当 期 変 動 額 合 計 − − − − 1,090 1,090 − 1,090
当 期 末 残 高 3,873 20 20 947 16,906 17,853 △0 21,747

評価・換算差額等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 26 131 157 20,813
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △439
当 期 純 利 益 1,530
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 25 209 234 234

当 期 変 動 額 合 計 25 209 234 1,325
当 期 末 残 高 51 340 391 22,139
（注） 百万円未満の端数は切り捨て表示しております。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
未 成 工 事 支 出 金………………個別法による原価法（貸借対照表価額について

は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

販 売 用 不 動 産………………個別法による原価法（貸借対照表価額について
は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

（3）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

重要な賃貸用資産及び1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）及び
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については定額法、その他の
資産については定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ・ 構 築 物 ７〜50年
賃 貸 用 建 物 10〜50年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。
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③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、原則としてリー

ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりますが、リース資産の
一部（モデルハウス）については、使用実態を勘案し、平均再リース期間（２年）を含め
た期間を耐用年数としております。

（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。

② 完成工事補償引当金
完成工事に関する瑕疵担保に備えるため、期末前１年間の完成工事高及び販売用建物売

上高に対し、過去の補修実績に基づく将来の見積補償額を計上しております。
③ 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。
④ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。

a.退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、期間定額基準を採用しております。
b.数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生額を発生年度において費用処理しており

ます。
なお、年金資産の額が退職給付債務の額を超過しているため、超過額を前払年金費用

として投資その他の資産に計上しております。
⑤ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
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（5）収益及び費用の計上基準
顧客との契約から生じる収益

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業である住宅事業における主
な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時
点）は以下のとおりです。
住宅事業

住宅事業については、顧客と工事請負契約に基づく注文住宅販売、住宅のメン
テナンス及び増改築のリフォーム販売等を中心として建築工事を行う履行義務を
負っております。当該契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足され
ると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。
進捗度の見積りの方法は、コストに基づく工事原価総額に対する発生原価の割

合（インプット法）を使用しており完成工事高は当該進捗度に工事収益総額を乗
じて算出しております。
ただし、進捗度を合理的に見積ることができない工期が短い工事については、

完全に履行義務を充足した時点で収益を認識する代替的な取扱いを適用していま
す。
分譲住宅・分譲マンションの販売は、顧客との不動産売買契約に基づき当該物

件の引渡しをすることにより顧客が当該物件に対する支配を獲得した時点で収益
を認識しております。
なお、分譲住宅・分譲マンションについては、契約時に手付金、引渡し時に残

金の支払いを受けております。

（6）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を適用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

a ヘッジ手段 金利スワップ
b ヘッジ対象 長期借入金

③ ヘッジ方針
金利変動によるリスクを回避する目的で、対象物の範囲内に限定してヘッジしておりま

す。
④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・
フロー変動の累計又は相場変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を
評価しております。
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２．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 24,121百万円
無形固定資産 524百万円
長期前払費用、前払費用 172百万円
減損損失 −百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
(1)の金額の算出方法は、連結注記表３.会計上の見積りに関する注記 固定資産の減損
(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報の内容と同一でありま
す。

繰延税金資産の回収可能性
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 −百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表３.会計上の見積りに関する注記 繰延税金資産の回収可能性(2)識別した項目
に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報の内容と同一であります。
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３．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 32,573百万円

（2）担保に供している資産の内容及びその金額
販売用不動産 17百万円
建物・構築物 1,102百万円
賃貸用建物・構築物 6,888百万円
機械・運搬具 38百万円
土 地 8,946百万円

計 16,991百万円
担保に対応する債務の金額
短期借入金 188百万円
一年内返済予定長期借入金 275百万円
長期借入金 4,432百万円

計 4,895百万円

（3）コミット型シンジケートローン
シンジケートローン契約総額 6,000百万円
借入実行残高 2,000百万円

差額 4,000百万円
当社は、運転資金を安定的かつ効率的に調達するために、㈱みずほ銀行をはじめとする

取引金融機関５行とコミット型シンジケート契約（コミットメント期間2025年10月31
日〜2026年10月31日）を2025年10月31日付で締結し、財務制限条項が付されており
ます。
① 2026年４月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資

産の部の金額を直前の決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の
75％または2025年４月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額
の75％のいずれか大きい方の金額以上に維持すること。

② 2025年４月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年
度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失となら
ないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、2026年４月決算期
及びその直前の期の決算を対象として行われる。
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シンジケートローン契約総額 3,000百万円
借入実行残高 2,150百万円

差額 850百万円
当社は、運転資金を安定的かつ効率的に調達するために、㈱みずほ銀行をはじめとする

取引金融機関５行とコミット型シンジケート契約（コミットメント期間2026年３月31日
〜2028年３月31日）を2026年３月31日付で締結し、財務制限条項が付されておりま
す。
① 2026年４月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資

産の部の金額を直前の決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の
75％または2025年４月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額
の75％のいずれか大きい方の金額以上に維持すること。

② 2025年４月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年
度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失となら
ないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、2026年４月決算期
及び2025年４月期の決算を対象として行われる。

（4）シンジケートローン
一年内返済予定長期借入金 150百万円
長期借入金 1,687百万円

合計 1,837百万円
当社は、長期借入金及び１年内返済予定長期借入金の一部について、㈱みずほ銀行をは

じめとする取引金融機関５行とシンジケートローン契約を2018年１月31日付で締結し、
財務制限条項が付されております。
① 2018年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資

産の部の金額を2017年10月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の
金額の75％以上に維持すること。

② 2017年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年
度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失となら
ないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、2018年10月決算期
及びその直前の期の決算を対象として行われる。
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一年内返済予定長期借入金 125百万円
長期借入金 1,875百万円

合計 2,000百万円
当社は、長期借入金及び１年内返済予定長期借入金の一部について、㈱みずほ銀行をは

じめとする取引金融機関５行とシンジケートローン契約を2021年６月11日付で締結し、
財務制限条項が付されております。
① 2021年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資

産の部の金額を2020年10月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の
金額の75％以上に維持すること。

② 2020年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年
度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失となら
ないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、2021年10月決算期
及びその直前の期の決算を対象として行われる。

（5）保証債務額
住宅購入者に対する金融機関の融資等に対する保証
住宅購入者 1,539百万円

住宅購入者に係る保証の大半は、保証会社が金融機関に対し保証を行うまでのつなぎ保証
であります。

（6）関係会社に対する金銭債権金銭債務
関係会社に対する短期金銭債権 980百万円
関係会社に対する長期金銭債権 241百万円
関係会社に対する短期金銭債務 255百万円
関係会社に対する長期金銭債務 87百万円
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４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
売上高 666百万円
営業費用 775百万円
営業取引以外の取引高 198百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首
の株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末の
株式数（株）

普通株式 1,810 − − 1,810

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な要因別の内訳
（繰延税金資産）
繰延税金資産の発生の主な原因は繰越欠損金、及び減損損失によるものです。

（繰延税金負債）
繰延税金負債の発生の主な原因は前払年金費用によるものです。
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７．関連当事者との取引に関する注記
（1）役員及び個人主要株主等 （単位：百万円）

種 類
会社等の名称
ま た は 氏 名

所 在 地 資 本 金
事業の内容
又 は 職 業

議決権等の
所有(被所有)
割 合

関連当事者
と の 関 係

取 引 内 容
取 引
金 額

科 目
期 末
残 高

役 員 及 び
その近親者 堀 尾 美 奈 ― ― ― ― 住宅建築

の請負 住宅新築 45 − −

（注）取引条件ないし取引条件の決定方針等
販売価格は一般的な取引条件と同様に決定しております。
堀尾美奈氏につきましては、当社の2026年５月に退任した取締役常務執行役員であった池辺厚幸の近親
者であります。

（2）子会社等 （単位：百万円）

種 類 会 社 等 の
名 称 住 所 資本金 事業の内容

又は職業
議決権等の
所有(被所有)
割 合

関 係 内 容
取引内容 取 引

金 額 科 目 期 末
残 高役員の

兼務等
事業上の
関 係

子会社 ㈱日本ハウス・
ホテル＆リゾート

東 京 都
千代田区 100 ホテル業

（所有）
直接

100.0％
兼任
２人

ホ テ ル
事業賃貸
資金貸付

事 業 ・
不動産賃貸 662 未収入金 876

貸付金の返済 63
長期貸付金 100
貸倒引当金 54

（注）取引条件ないし取引条件の決定方針等
㈱日本ハウス・ホテル＆リゾートに対するホテル事業の賃貸料については、事業の収益性等を勘案し賃
貸借契約を締結しております。
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８．減損損失に関する注記
該当事項はありません。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 553円50銭
（2）１株当たり当期純利益 38円27銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

11．その他の注記
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年６月26日

株式会社日本ハウスホールディングス
取 締 役 会 御中

ＫＤＡ監査法人
東京都中央区
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 毛 利 優
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 上 野 宜 春

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社日本ハウスホールディン

グスの2025年5月１日から2026年４月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社日本ハウスホールディングス及び連結子会社からなる企業
集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影
響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過

程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作

成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。
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・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の
表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し、実施する。監
査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人
は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準
にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年６月26日

株式会社日本ハウスホールディングス
取 締 役 会 御中

ＫＤＡ監査法人
東京都中央区
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 毛 利 優
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 上 野 宜 春

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社日本ハウスホール

ディングスの2025年5月１日から2026年４月30日までの第58期事業年度の計算書類、す
なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明
細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響
度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程

において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。
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・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、
及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にま
で軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査役会は、2025年５月１日から2026年4月30日までの第58期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につ
いては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ
て子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確
保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体
制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内
部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい
て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われること
を確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す
る品質管理基準」(2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の
通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令若しくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ＫＤＡ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人ＫＤＡ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年６月26日

株式会社日本ハウスホールディングス 監査役会
常勤監査役 近 藤 誠 一 郎㊞
社外監査役 千 谷 英 造㊞
社外監査役 赤 澤 由 英㊞

以 上
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株主総会会場ご案内図
会 場 栃木県宇都宮市上大曽町492番地１

ホテル東日本宇都宮３階「大和 西」

◎JR宇都宮駅西口バスターミナル５番乗り場・ニュー富士見行、中里原行、
玉生行、宇都宮美術館行、宇都宮グリーンタウン行、帝京大行等
「大曽十文字」下車（バス所要時間約15分）、バス停より徒歩５分

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（ご照会先） 株式会社日本ハウスホールディングス 本社 総務部

〒102-0072 東京都千代田区飯田橋四丁目３番８
電 話 03−5215−9881


